
～ 監督署からのお知らせ ～ 

奈良労働局 大淀労働基準監督署 

（R5.1） 

奈良県最低賃金 

時間額 ８８９９６６円 

（令和４年１０月１日発効） 

 

政府は、新しい資本主義の考え方に基づき、成長と分配の好循環の形成に

取り組んでいます。新しい資本主義の考え方では、企業は、株主だけでなく、

従業員、地域社会、そして取引事業者といった多様なステークホルダーの利

益を考慮するとの考え方を採ります。我が国企業の持続的成長を図るために

は、取引先とのパートナーシップの構築を進めることで、取引事業者全体に

より、企業価値を最大化することが重要であり、長期的に株主に還元を行う

ことが可能となると考えています。 【２頁参照】 

 

 

① 道路貨物（トラック）運送業は、他の業種に比べて長時間労働の実態に

あり、この要因の中には、取引慣行など個々の事業主の努力だけでは見直

すことが困難なものがあります。トラック運転者の負担を軽減し、健康で

安全に働けるよう、長時間の荷待ちの改善に向け、荷主の皆様のご理解と

ご協力が必要不可欠です。 【３頁参照】 

② 「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」（改善基準告示）は、

自動車運転者を労働者として使用するすべての事業者に適用されます。 

改善基準告示に沿った労務管理（運行管理）が必要です。 【３頁参照】 

 

●正規雇用労働者（正社員）と非正規雇用労働者（パートタイマー、アル

バイト等）との間 

●派遣労働者と「派遣先の通常の労働者」との間 

の不合理な待遇の差をなくし、どのような雇用形態を選択しても待遇に納得

して働き続けられるようなルールを整備し、多様で柔軟な働き方を選択でき

る社会にします。 【４頁参照】 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

賃金の引上げに向けた取組について（検討の依頼） 
～ パートナーシップによる価値創造のための転嫁円滑化に関する取組について ～ 

① トラック運送における荷主（荷物の出し手、荷物の受け取

り手）・元請運送事業者の取組について（協力の要請） 
～ 長時間の恒常的な荷待ちの改善に向けた取組について ～ 

 

② 自動車運転者を雇用する事業者の取組について 

同一労働同一賃金の新しいルールについて（令和３年４月改正） 

～ 雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保について ～ 
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（１）政府の方針（令和３年１２月２７日閣議了解） 

（２）厚生労働省の取組（労働基準監督署からの要請の内容） 

 
 

 

 

 

 
 

政府は、令和３年１２月２７日付けで「パートナーシップによる価値創造

のための転嫁円滑化の取組について」を閣議了解しました。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

賃金の引上げに向けた取組について（監督署からの要請文） 
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（２）トラックにかかる「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」 

（改善基準告示）の概要（令和６年４月以降） ※ 例外、特例の詳細は省略 

（１）荷主・元請運送事業者に協力要請する背景及び要請事項について 

●拘束時間（始業から終業までの時間をいい、具体的には、日常点検・乗務前点呼、荷

物の積込み・積降し、運転時間、休憩時間（仮眠時間を含む）、事務処理時間、時間外

労働時間などが拘束時間に入ります。） 

・ １日 原則１３時間以内 ／ 最大１５時間以内（１４時間超えは１週間２回以内） 

 ・ 年間 原則３，３００時間以内 かつ １か月 ２８４時間以内 

●休息期間（勤務と次の勤務との間の自由な時間） 

 原則 継続１１時間以上（最低 継続９時間以上） 

●運転時間 

 ２日（始業から起算して４８時間以内）平均で、１日あたり９時間以内 

●連続運転時間（連続して運転できる時間） 

 ４時間以内                   ほか 

１ 長時間の恒常的な荷待ちの改善 
 

発着荷主等の都合による長時間の恒常的な荷待ちは、トラック運転者の長

時間労働の要因となることから、これを発生させないよう努めること。 
 

２ 「改善基準告示」の周知及び遵守への協力 
 
⑴ 運送業務の発注担当者に、改善基準告示を周知し、トラック運転者が改

善基準告示を遵守できるような着時刻や荷待ち時間等を設定すること。 
 

⑵  改善基準告示を遵守できず安全な走行が確保できないおそれのある発注を

貨物自動車運送事業者に対して行わないこと。 

厚生労働省 

関係ページ  

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路貨物（トラック）運送業は、他の業種に比べて長時間労働の実態にあり、過労

死等の労災支給決定件数が最も多い業種であることから、トラック運転者の長時間労

働の是正等を一層積極的に進める必要があります。 

 一方、道路貨物運送業の長時間労働の要因の中には、取引慣行など個々の事業主の

努力だけでは見直すことが困難なものがあります。トラック運転者の負担を軽減し健

康に働けるよう、長時間の荷待ちの改善に向け、荷主の皆様のご理解とご協力が必要

不可欠です。 

 また、トラック運転者の荷役作業での労働災害や交通労働災害の防止のため、荷主

の皆様による道路貨物運送業の事業者との連絡調整や配慮も求められています。 

 つきましては、トラック運転者の長時間・過重労働防止の観点から、次の事項の実

施に努めていただきますようお願いします。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① トラック運送における荷主（荷物の出し手、荷

物の受け取り手）・元請運送事業者の取組につい

て（協力の要請） 
～ 長時間の恒常的な荷待ちの改善に向けた取組について ～ 

② 自動車運転者を雇用する事業者の取組について 
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（３）トラック運転者の労働災害（交通災害、荷役作業災害）の防止について 

（４）無料で利用できる相談窓口について 

●交通労働災害防止のためのガイドライン 
・ 労働時間、休憩、運転時間など労働基準法や改善基準を遵守した 

適正な走行計画の作成及び運転者への指示  ・ 安全教育の実施 

・ 交通安全情報マップの作成  ・ 健康診断の実施    など 
 

●陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン 
・ 荷役作業に適した服装、保護具（墜落時保護用ヘルメット、安全靴 

等）の着用  ・ 荷台からの墜落防止対策の徹底（昇降設備の使用 

等） ・ フォークリフトでは、有資格者による運転、特定自主検査 

の実施、作業計画の作成、用途外使用の禁止（人の昇降に使用しない） など 

「トラック運転者の

長時間労働改善 特

別相談センター」 

 
 

 

トラック運送事業者の皆様はもとより、荷主及び元請事業者の皆様も、「交通労働災

害防止のためのガイドライン」、「陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイ

ドライン」を順守し、トラック運転者の交通事故の防止や、荷物の積込み・積降し作

業中等の労働災害防止にご協力をお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

ア 「改善基準告示」等のことについて 
厚生労働省では、トラック運転者の長時間労働改善に向けて、労務管

理の改善や、荷主と運送事業者の協力による作業環境の改善等を図るた

めに、「トラック運転者の長時間労働改善 特別相談センター」を令和

４年８月から開設しています。 

特別相談センターでは、荷主企業からの作業環境改善に関する相談や、運送事業

者からの労務管理上の改善や作業環境の改善に関する相談に対応します。また、利

用者の希望に応じて、オンライン相談や現地での訪問支援を無料で実施します。 
 

イ 働き方改革の内容を含む労務管理全般について 
事業者の皆様が安心してご相談できる窓口として、「奈良働き方改革

推進支援センター」を設けております。ご相談内容は、行政機関を含め

外部に漏れることはありませんので、安心してご利用ください。 

 

 
 
 

 

 

 

● 正規雇用労働者（正社員）と非正規雇用労働者（パートタイマー、 

アルバイト等）との間 

● 派遣労働者と「派遣先の通常の労働者」との間 

の不合理な待遇の差をなくし、どのような雇用形態を選択しても待遇に納

得して働き続けられるようなルールを整備し、多様で柔軟な働き方を選択

できるようにします。なお、事業主には、パートタイマー、アルバイト、派遣労働者

に対する説明義務が課せられています。 

同一労働同一賃金の新しいルールについて（令和３年４月改正） 
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